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地方公営企業法の改正を求める意見書 

 

 

水道事業、下水道事業、交通事業、病院事業などの事業を行う地方公営企業に勤務する

職員（以下「企業職員」という。）等を除いた地方公共団体の一般職の職員は、任命権者

によって懲戒その他その意に反すると認める不利益な処分を受けた際、地方公務員法第４

９条の２の規定に基づいて、人事委員会又は公平委員会に対して不利益処分に関する審査

請求を行うことが認められている。 

他方、企業職員については、雇用関係が民間企業の従事者と類似しており、労働組合を

結成し、団体交渉において問題を取り上げることができるとして、同じ地方公務員であり

ながら、地方公営企業法第３９条第１項の規定により、人事委員会又は公平委員会に対す

る審査請求が認められていない。 

このような状況の中、企業職員が不服を申し立てる手段としては、主に裁判、組合を通

じた団体交渉、個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律の適用による紛争解決制度が

挙げられる。 

しかし、裁判は経済的、精神的な負担が大きく現実的には選択が困難であり、団体交渉

は地方公営企業法が施行された昭和２７年と比べて労働組合の組織率が大幅に低下するな

ど社会環境の変化に伴い、今日では十分な実効性が担保されず、紛争解決制度の利用にお

いても紛争当事者に対する合意の拘束力がないなど、いずれの手段も有効な選択肢とは言

い難い。 

同じ地方公務員でありながら配属の違いで、本来、不利益な処分を受けた際に平等に守

られなければならない不服を申し立てる権利に差異が生じている現状は不合理であると言

わざるを得ず、早期に是正するべきである。 

よって、国におかれては、企業職員についても人事委員会又は公平委員会に不利益処分

に関する審査請求ができるよう、早期に地方公営企業法を改正し、不平等を解消すること

を強く要望するものである。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

  年 月 日 

議会議長名 

 

 

 衆 議 院 議 長 

 参 議 院 議 長  宛て 

 内閣総理大臣 

 総 務 大 臣 


